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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.1（医療分）】 

病床の機能分化・連携を推進するための基

盤整備事業  

【総事業費】 
0 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県では急性期・慢性期機能が過剰、回復期機能が不足しており、

構想上必要とする病床の機能分化を進めるには、過剰な機能から

回復期機能への病床の転換を進める必要がある。 

アウトカム指標：令和４年度基金を活用して整備を行う不足し

ている回復期機能の病床数 130 床 

事業の内容（当初計画） 医療機関が地域医療構想において必要とされる病床機能への転

換や、病床の削減に伴い不要となる施設の他の用途への変更、財

産処分に係る損失、退職金の割増相当額等の費用について支援す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

整備を行う施設数：７施設 

アウトプット指標（達成

値） 

整備を行う施設数：2 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：令和４年度基金を活

用して整備を行う不足している回復期機能の病床数 130 床 

（１）事業の有効性 
病床の機能分化・連携に合致する施設・設備の整備に対し

て、本事業で補助を行うことにより、病床の機能分化・連携

の推進が図られる。本事業を用いた病床機能再編の内、延期

や取下げもあり、令和 4 年度の実施に至ったのは 2 施設だ

ったが、事業者向けの継続的な情報発信により制度が周知

されており、活用を検討する相談が増えている。 
（２）事業の効率性 
効率的な事業実施に向けて、情報収集や団体の意見聴取

などをしたうえで制度設計を行い周知した。 
その他 （16,061 千円過年度積立残高より実施） 
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令和 5年度 0 千円 
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【No.2（医療分）】 

地域医療構想を担う医療機関等の連携体制

整備事業 

【総事業費】 
1,781 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全域 

事業の実施主体 長崎県医師会・長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和６年 3 月 31 日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・本県では急性期機能が過剰、回復期機能が不足しており、構想

上必要とする病床の機能分化を進めるには、急性期機能から回復

期機能への病床の転換を進める必要がある。 

・一方、本県は多くの離島やへき地を抱えており、本県の地域特

性を踏まえた、医療機関相互の連携体制を構築することが、医療

機能の分化・連携を進める上で不可欠となっている。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な長崎県全域の回復

期機能の病床を令和 7年度までに約 2,700 床整備する。 

事業の内容（当初計画） ・地域医療構想の推進を図るため、地域医療構想アドバイザーに

よる事務局及び構想区域における協議の支援を行うほか、医療機

能等に関するデータ分析を行い、調整会議の活性化を推進 
・県医師会等と連携し、医療・介護の連携、急性期から回復期へ

の機能転換、病床と在宅医療が一体となった慢性期のあり方等地

域の課題を踏まえた研修会・検討会等を実施 
・離島を多く抱える本県においては、地方においても質の確保さ

れた医療を受けることができる体制を構築することが重要とな

ることから、遠隔医療等の活用に向けた検討会等を実施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

会議開催数 12 回 

アウトプット指標（達成

値） 

会議開催数 15 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医療構想上整備

が必要な長崎県全域の回復期機能の病床を令和 7 年度までに約

2,700 床整備する。（R4現在：約 807 床） 

（１）事業の有効性 
 「長崎医療介護人材開発講座」を開催し、医療機関同士の

情報交換が行われた。これにより、地域医療構想実現のため

のリーダーとなる人材の育成が図られ、令和４年度までに
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回復期病床の約 807 床の整備に寄与した。 

（２）事業の効率性 
地域の医療機関が中心となって事業を行うことにより、

機能分化・連携や、在宅医療等に取り組むにあたり、現場で

直面している課題についてフォーカスすることができてい

る。 
その他 令和 4年度  1,781 千円  令和 5年度  196 千円 
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.3（医療分）】 

回復期機能等を支える医療機関の支援事業  

【総事業費】 
4,000 千円 

事業の対象となる区域 長崎県 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 4年 4月 1日～令和 5年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県では急性期及び慢性期機能が過剰、回復期機能が不足してお

り、構想上必要とする病床の機能分化を進めるには、急性期機能

から回復期機能への病床の転換や、慢性期機能の療養病床の、回

復期機能または介護医療院など在宅医療等への転換を図る必要

がある。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な長崎県全域の回復

期機能の病床を令和 7年度までに約 2,700 床整備する。 

事業の内容（当初計画） 急性期又は慢性期から機能転換の検討に必要な経営診断等の経

営支援や、転換に向けた医師及び看護師など人材育成に要する経

費について支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

支援する医療機関 5 箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

支援する医療機関 0 箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医療構想上整備

が必要な長崎県全域の回復期機能の病床を令和 7 年度までに約

2,700 床整備する。（R4現在：807 床） 

（１）事業の有効性 
 令和４年度は事業募集を行ったが応募がなく、事業の実

施には至らなかった。事業活用後、実際に病床転換を行って

いる医療機関があり、本事業により、地域医療ニーズに応じ

た病床転換が実行され、令和４年度までに 807 床の病床転

換に寄与し、地域医療構想の達成に向けた直接的な効果が

あった。 
（２）事業の効率性 
本事業の対象として、200 床未満の病院及び有床診療所

を優先的に支援することにより、事業の効率的な運用を図

っている。 
その他 令和 4年度  0 千円 
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【NO.4（医療分）】 

回復期医療（回復期リハビリテーション病

棟、地域包括ケア病棟）における退院支援の

質向上に資するリハ専門職等育成事業 

【総事業費】 
202 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全域 

事業の実施主体 長崎県医師会・長崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県では急性期機能が過剰、回復期機能が不足しており、構想上

必要とする病床の機能分化を進めるには、急性期機能から回復期

機能への病床の転換を進める必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な長崎県全域の回復

期機能の病床を令和 7年度までに約 2,700 床整備する。 

事業の内容（当初計画） 県内の回復期病床を有する医療機関とのネットワークを構築、

①回復期病床及び地域包括ケア病棟を有する参加医療機関のデ

ータを収集・分析②研修会の開催③退院支援指針の作成によ

り、自院の評価・分析、延いては退院支援の質向上に繋げる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

指針の作成１回、研修会開催１回 

アウトプット指標（達成

値） 

指針の作成１回、研修会開催１回、実態調査１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：3,767 床 

（令和４年度病床機能報告） 

（１）事業の有効性 
 回復期リハ病棟協会作成の「あり方指針」をもとに、看護師、

ＰＴ，ＯＴ、ＳＴ等の関係者で退院支援に向けた「長崎県版あり

方指針」を作成した。また、指針策定後、県下の回復期医療に従

事する専門職を対象に研修会を開催し、今回のあり方指針を共有

すると共に退院支援について考える機会を設けた。また、昨年度

に引き続き、回復期医療を担う専門職と医療機関のデータ分析

（県内回復期リハ病棟 15 病院の脳梗塞・大腿骨頚部骨折）で現

状や課題を把握・整理することができた。 
（２）事業の効率性 
 本事業で構築したネットワークを活用したデータ集計・分析、

実態把握・情報共有、集大成として退院支援指針策定ができた。 
その他 令和 4年度  151 千円 
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【No.5（医療分）】 

発達障害児地域医療体制整備事業（施設・設

備整備補助） 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域に発達障害の診療等が可能な医療機関が少なく、また、発達

障害やその疑いのある児の増加により専門医療機関に患者が集

中し、初診待ちが６ケ月以上の長期となるなど、早期診断・早期

療育が実現できていない。 

地域の医療機関（小児のかかりつけ医）において発達障害の診療

等ができれば、専門医療機関に集中している患者を地域で受入れ

ることができ、早期の受診に繫がり早期診断・早期療育が可能と

なる。 

さらに、重度の発達障害児を専門医療機関で対応し、軽度の発達

障害児や再診等を地域の医療機関で対応するなどの役割分担や

連携により、専門医療機関と地域の医療機関との機能分化を図る

必要がある。 

アウトカム指標：発達障害の診察が可能な医療機関数（小児科） 

１３（Ｒ３）→ １４（Ｒ４） 

事業の内容（当初計画） 発達障害の診察等に取り組もうとする地域の医療機関に対し、必

要な施設・設備環境の整備を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

施設・設備整備を図る医療機関数：１ 

アウトプット指標（達成

値） 

施設・設備整備を図る医療機関数：０  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：発達障害の診察が可

能な医療機関数（小児科）１３（Ｒ３）→ １４（Ｒ４） 

  

（１）事業の有効性 
令和４年度は県医師会通じ、小児医療機関宛てに募集を行

ったが、実施に至らなかった。意向がある医療機関の問合せ

はあっており、施設整備の動機付けとなっている。 
（２）事業の効率性 
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事業の実施にあたっては、補助対象経費の２分の１を実施

医療機関の負担とし、入札（少額の場合は複数者の見積も

り）を行うことで、効率的に行うことができた。 
その他 令和 4年度  0 千円 
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事業の区分 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能

の変更に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又

は病床数の変更に関する事業  

【総事業費】 
194,028 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県では急性期・慢性期機能が過剰、回復期機能が不足しており、

構想上必要とする病床の機能分化を進めるには、過剰な機能の病

床削減や、医療機関の再編統合を進める必要がある。 

アウトカム指標：令和 4年度基金を活用して削減する急性期・

慢性期機能の病床数 135 床、増加する回復期病床 47 床 

事業の内容（当初計画） 医療機関が地域医療構想において過剰とされる病床機能の削減

を行う医療機関を支援する。また、再編統合により発生する借入

資金に対する利子相当額についても支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

削減を行う施設数：4 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

削減を行う施設数：4 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：令和 4 年度基金を活

用して削減した急性期・慢性期機能の病床数 135 床、増加した回

復期病床 47 床 

（１）事業の有効性 
本事業により、病床機能再編について医療機関の計画策定

や相談や活発になり、地域医療構想の実現に向けた取組み

が推進されている。 
（２）事業の効率性 
制度の周知と事業の活用見込み調査を行い、協議の場で意

見が交わされたうえで病床機能再編が進められており、適

正で効率的に事業が運用されている。 
その他 令和 4年度  194,028 千円 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO. 7（医療分）】 

医療的ケア児の在宅医療支援事業  

【総事業費】 
2,000 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 
事業の実施主体 長崎県看護協会 
事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

周産期母子医療センターを退院した小児等の在宅での療養

を支える体制の整備が十分でなく、ＮＩＣＵの満床や、家族

の負担が大きい要因となっていることから、医療と介護が

連携して、地域で受け入れることができる体制の整備を行

う必要がある。 
アウトカム指標：総合周産期母子医療センターにおけるＮ

ＩＣＵ満床による受入れ不可能件数 ０件 
事業の内容（当初計画） 小児等が周産期母子医療センターのＮＩＣＵ病床等からの

退院後において、地域で安心して療養するため、医療的ケア

児に携わる多職種での連携体制の構築や、訪問看護師の養

成等を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療的ケア児に携わる看護師等に関する研修・講演会等の

実施 ６回 
アウトプット指標（達成

値） 

医療的ケア児に携わる多職種が参加する勉強会の実施６回 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：ＮＩＣＵの満床による受入れ不可能件数 
        14 件（R4） 

（１）事業の有効性 
在宅において医療的ケアが必要な小児に関わる訪問看護

師に対して研修を実施し技能向上を図った。拠点となる重

症心身障害児施設に圏域コーディネーターを設置し、地域

のリーダーとして、環境の整備を推進した。 
また、医療的ケア児の円滑な在宅移行を評価する相対指

標として、アウトカム指標に「総合周産期母子医療センタ

ーの満床による受入れ不可能件数（件）」を挙げているが、

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、R2 年度 16 件・

R3 年度 20 件と一時的に増加したものの、R4 年度は減少傾

向となった。 
（２）事業の効率性 
医療機関への事業実施は医療部門が、重症心身障害児施設
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等との連携は障害福祉部門が主となり事業を実施すること

で、両者の連携が図られている。 
その他 （2,000 千円過年度積立残高より実施） 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.8（医療分）】 

在宅等医療人材スキルアップ支援事業  

【総事業費】 
1,096 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県医師会 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県下を網羅する医療情報ネットワーク「あじさいネット」にて、

病院・診療所の（血液）検査データをサーバに格納し、在宅医療

においてモバイル端末による情報共有を進めているが、検査デー

タの標準化が進んでいないため、測定値にばらつきがみられるこ

とから、検査に携わる人材の資質を向上させ、検査データ検査値

の精度の維持・向上を図る必要がある。 

アウトカム指標： 研修により育成された医療従事者 130 名 

事業の内容（当初計画） 臨床検査技師等の資質向上と臨床検査精度の標準化を図るため

の研修会、及び研修会での報告内容等を協議するための委員会・

解析委員会を各１回開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修の開催数：１回 

アウトプット指標（達成

値） 

研修の開催数：1 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

研修により育成された医療従事者 126 名 

（１）事業の有効性 
 新型コロナウイルス感染症の影響等により、アウトカム

指標の研修により育成された医療従事者数は 130 名を若干

下回ったが、臨床検査の精度向上や県下の各検査施設の均

てん化が図られた。研修会の開催方法等を検討し育成数向

上に努めたい。なお、精度保障された互換性のあるデータを

共有できれば、あじさいネットを利用した疾病管理システ

ムが有効に機能し、重複検査の防止や在宅等でもより確実

な診断等ができ、地域包括ケアシステムにおける多職種連

携にも寄与することとなる。 
（２）事業の効率性 
 県医師会が主催者となることで、県下全域の医療機関へ

の周知や、各分野に精通する講師の招致、内容を精査する委
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員会の設置など、効率的な運用が図られた。 

その他 （822 千円過年度積立残高より実施） 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO. ９（医療分）】 

在宅医療・他職種連携に関わる薬剤師支援

事業 

【総事業費】 
1,800 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 
事業の実施主体 一般社団法人 長崎県薬剤師会 
事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

超高齢化社会や医療の進歩等により、在宅医療の対象者は

高齢者層、若年層等幅広い。これまでの当基金の活用によ

り、在宅医療に取り組む薬剤師の増加は見られているも

のの、特にその対応の難しさ等から若年層の医療依存度

の高い重症・病弱児の在宅医療（薬物療法）へ関わってい

る薬剤師は少ない。 
アウトカム指標： 
医療的ケアを必要とする若年層に在宅対応を希望する薬

剤師数 ２０人 
事業の内容（当初計画） ○在宅医療における薬剤師の介入～幅広い年齢層の在宅医

療に対応できる薬剤師の資質向上～ 

 日常的に人口呼吸器管理などの高度医療に依存する「医

療的ケア児」の在宅移行が増加している現状に対応する

薬剤師を育成するため、必要な多職種連携、薬物療法及び

経管栄養法等における専門的なアセスメント技術に関す

る研修等を実施する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 
薬剤師に必要な医療的ケア児在宅対応のための座学及び技術研修 
①在宅医療において日常的に必要な薬物療法と医療的ケアを中心

に、薬剤師が行うべきことに関する他職種連携研修会／２回（講師：

医師、看護師、薬剤師）  
②人口呼吸器管理及び経管投与についての技術研修会／1 回 

アウトプット指標（達成

値） 

薬剤師に必要な医療的ケア児在宅対応のための座学及び技術研修 
①在宅医療において日常的に必要な薬物療法と医療的ケアを中心

に、薬剤師が行うべきことに関する他職種連携研修会／１回（講師：

医師、看護師、薬剤師）  
②人口呼吸器管理及び経管投与についての技術研修会／１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 
医療的ケアを必要とする若年層に在宅対応を希望する薬剤師数 

２０人 
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（１）事業の有効性 
「医療的ケア児」の在宅移行に対応する薬剤師を育成するた

め、多職種連携、薬物療法及び経管栄養法等における専門的なア

セスメント技術に関する研修及び質の高い在宅医療を提供する

ためのフィジカル研修を行うなど、薬剤師の在宅医療参画への一

助とすることができ、多職種連携による在宅医療の充実に寄与し

た。 
（２）事業の効率性 
県薬剤師会が主体的に事業に取り組むことで、医療的ケアを必要

とする若年層に在宅対応できる薬剤師を養成することができ、今

後、地域における在宅医療への薬剤師の参画が図られる。 
 
 

その他 （1,350 千円過年度積立残高より実施） 

令和 5年度 1,083 千円 

 

  



   

58 
 

 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.10（医療分）】 

在宅歯科医療に関わる歯科医療従事者人材

育成支援研修事業  

【総事業費】 
1,542 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県歯科医師会 

事業の期間 令和 4年 4月 1日 ～ 令和 5年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの取組推進に向けて、歯科医師や歯

科衛生士の在宅歯科医療への取組は現状少ない。 

H30.11.16 現在九州厚生局届出  

在宅療養支援歯科診療所（基準１）16 件、（基準２）203 件 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所数の増加（件）：10 件 

事業の内容（当初計画） 歯科医師、歯科衛生士が在宅医療に取り組むための環境整

備を図るため、地域包括ケアシステムへの参画に繋げる活

動や質の高い在宅歯科医療を提供するための研修等を実施

する。 
また、地域包括ケアシステム推進の取組みにおいて、地域の

歯科医師が口腔ケアを含めた口腔リハビリテーションに対

応できる人材を育成するためのカリキュラムを策定し、地

域の医療・介護・福祉関係者と積極的に関わることの出来る

体制を推進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

口腔リハビリテーションインストラクターの養成（人）：10 人 
 

アウトプット指標（達成

値） 

口腔リハビリテーションインストラクターの養成（人）：16 人 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

在宅療養支援歯科診療所数の増加（件）１７９件 

（１）事業の有効性 
・事業検討会議を開催し、コロナ禍においても可能な範囲

でカリキュラム変更し、WEB を活用した研修の実施に繋げ

ることができた。 
（２）事業の効率性 
・感染症対策に配慮したカリキュラムを検討し、研修を実

施できたことにより、口腔リハビリテーションに対応でき

る地域の核となる人材を養成することが出来た。 
その他 令和 4年度 1,156 千円 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.11（医療分）】 
在宅医療提供体制推進・啓発事業  

【総事業費】 
4,127 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎大学医学部、長崎県医師会、郡市医師会、中核病院等 

事業の期間 令和 4年 4月 1日 ～ 令和 5年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化社会を迎え、在宅医療の果たす役割は、ますます重要

となっている。在宅医療を支えるには、在宅医療を実施する

医療機関が増えることに加え、在宅医療に関係する多職種

が連携した在宅医療提供体制を構築することが必要であ

る。さらに、看取りまで視野に入れた在宅医療に対する地域

住民の意識を醸成していくことが必要である。 

アウトカム指標：参加した医療・介護関係者・住民等 300
（人） 

事業の内容（当初計画） 地域の医療機関及び関係する医師をはじめ、関係職種の在

宅医療に対する理解を深め在宅医療提供体制の充実を図る

とともに、地域住民に対する在宅医療に関する啓発活動や、

地域の在宅医療を担う多職種に対して地域の実情に応じた

研修を実施することにより、患者が住み慣れた地域におい

て在宅医療を受けられる体制の構築を目指す。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅医療研修会・講演会開催回数 3（回） 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅医療研修会・講演会開催回数 3（回） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

参加した医療・介護関係者・住民等 439（人） 

（１）事業の有効性 
人生の最終段階における医療・ケアの提供体制の核とな

る人材養成研修を実施したことで、県内各地からの参加を

得られ、地域における在宅医療の普及啓発に繋がった。 

育成した人材を市町に講師として派遣し、地域内での在

宅医療の普及啓発を行った。 

（２）事業の効率性 
在宅医療に携わる医療関係者の育成や、在宅医療の普及

啓発に寄与した。 
在宅医療に対する住民・専門職の意識を醸成していくこ
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とは重要であるため、通いの場や専門職の勤務施設内等身

近な場所で啓発を行うことが出来るツールを検討すること

とし、継続して周知啓発を行っていく。 
その他 （1,884 千円過年度積立残高より実施） 

 

  



   

61 
 

 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.12（医療分）】 

在宅歯科医療推進事業 

【総事業費】 
2,178 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県歯科医師会 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療に関わる医療・介護の関係者及び県民に対し、口腔管理

の重要性等の啓発を行い、口腔への関心を高め、各地域において

多職種連携による口腔管理を推進し、地域における歯科医療・介

護の体制づくりを目指す。 

アウトカム指標：在宅歯科医療に関する研修会参加者の在宅歯

科医療に関する理解が深まった割合（80％） 

事業の内容（当初計画） 県全体の在宅歯科医療のコーディネート機関（在宅歯科医療推

進センター（仮称））を長崎県歯科医師会に設置し、以下の事業

を実施する。 
①在宅歯科医療推進のための研修会の開催、地域関係機関との

連携推進に関わる支援 
②在宅歯科医療推進に関わる相談支援の実施 
③在宅歯科医療推進のための調査の実施やマニュアル等の作成 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・医療・保健・福祉関係者等への研修会（２回：本土１回、離島

１回） 
・住民向けセミナー（１０回） 
・地域関係機関との連携推進のための会議、技術支援や市町事業

への助言等への歯科衛生士（歯科医師）の派遣等 
・住民向け口腔ケア普及啓発等に係るチラシやマニュアル等の

作成 
アウトプット指標（達成

値） 

・医療・保健・福祉関係者等への研修会（３回） 
・住民向けセミナー（３４回） 
・地域関係機関との連携推進のための会議、技術支援や市町事業

への助言等への歯科衛生士（歯科医師）の派遣等 
・住民向け口腔ケア普及啓発等に係るポスターやマニュアル等

の作成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

在宅歯科医療に関する研修会参加者の在宅歯科医療に関す

る理解が深まった割合（１００％） 
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（１）事業の有効性 
・ＷＥＢ等を活用し、地域の福祉にかかわる専門職や住民

に対して口腔に関する普及啓発を行うことで、普段の介護

ケアの中での歯科部門との連携につながった。 
（２）事業の効率性 

Web 等を活用し、広く口腔に関する効率的な周知啓発を

行うことが出来た。 
口腔管理に関し、住民への啓発を行っていくことは在宅

歯科医療を促進するためには重要であることから、住民主

体の通いの場などより身近な場面で周知啓発が行えるよう

方法を検討し、継続して周知啓発を行っていく。 
その他 令和 4年度 1,616 千円 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO. 13（医療分）】 

医療的ケアが必要な小児等に対する支援事

業  

【総事業費】 
4,400 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 
事業の実施主体 社会福祉法人 
事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

NICU 退院後、在宅で療養を行う医療依存度の高い小児等

やその家族の地域での生活を支えるために、医療と福祉が

連携し、必要な医療や福祉サービスを提供する体制の構築

が必要 
アウトカム指標：医療・福祉サービス提供体制が構築された

市町数（４市町） 
事業の内容（当初計画） 医療的ケアが必要な小児等が地域で安心して生活するた

め、医療と福祉の連携体制の構築、社会資源の開拓、人材養

成等を行う 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会の開催 １回以上 
 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会の開催 １回 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：医療・福祉サービス提供体制が構築された

市町数（２市町） 

（１）事業の有効性 
研修会の開催を通して、医療的ケア児等の地域生活を支え

る人材を養成し、地域での支援体制整備につなげるもので

あり、医療的ケア児等を在宅で介護する家族等の負担軽減

に繋がっている。社会資源の不足等により体制の構築が十

分に進んでいない状況であるが、専門的人材の派遣や各市

町における協議等を通じて、引き続き必要なサービス提供

体制の整備を図っていく。 
（２）事業の効率性 
医療機関への事業実施は医療部門が、重症心身障害児施設

等との連携は障害福祉部門が主となり事業を実施すること

で、両者の連携が図られている。 
その他 令和 4年度 4,400 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.14（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費】 
11,279 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子化や医師の高齢化により地域の小児科が減少する中で、休日

夜間の小児の救急医療への対応が困難になっている。医療資源を

効率的かつ効果的に活用するため、不要、不急の救急受診を可能

な限り抑制する必要がある。 

アウトカム指標：手薄な休日夜間帯の不要・不急な救急受診を年

間約 1,613 件抑制する。 

事業の内容（当初計画） 夜間の小児の急な病気やケガ等の際、保護者が医療機関を受診す

べきか判断に迷ったときに、対処方法や受診の要否について電話

で相談に応じる「長崎県子ども医療電話相談センター」を運営す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談件数 8,760 件 
 

アウトプット指標（達成

値） 

相談件数 11,926 件（R4） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：手薄な休日夜間帯の

不要・不急な救急受診抑制件数：1,295 件 

（１）事業の有効性 
 新型コロナウイルス感染症の影響により相談件数が減少

（行動制限、感染対策強化、保健所全数把握・相談実施等）

したため、アウトプット指標の相談件数、アウトカム指標の

抑制件数共に目標を下回った。一方、令和３年度から４年度

にかけ、コロナの感染拡大期に応答率の低下がみられたた

め、受診先のみの相談は県コロナ発熱相談窓口を案内する

ガイダンスを追加する等の方策を取り、必要な相談が受け

られる体制の確保に努めている。 
センター県内において小児科医の不足・偏在化が見られる

医療環境の中、症状に応じた適切なアドバイスにより夜間

の不要不急な受診が抑制されるため、小児救急医の負担軽

減につながっている。 
（２）事業の効率性 
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 電話医療相談サービスで実績の高い民間事業者に委託し

て実施しており、経験豊富な人材のもと、多種多様な電話相

談に迅速に対応できる体制が取られている。また、県におい

ても、PR カードの配布やＨＰ・広報誌への掲載等を実施し、

事業は効率的に行われた。 
その他 令和 4年度 11,279 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.15（医療分）】 

小児救急医療体制整備事業  

【総事業費】 
 12,443 千円 

事業の対象となる区域 佐世保県北医療圏 

事業の実施主体 佐世保市 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

佐世保県北医療圏においては、小児科医師が特に不足しているこ

とから、佐世保市の医療機関が２４時間体制で２次、３次小児救

急医療に対応するための小児科医師を確保する必要がある。 

アウトカム指標：佐世保市総合医療センターの小児科医師１名体

制を維持する。 

事業の内容（当初計画） 佐世保市で小児科医師による２４時間３６５日対応の２次救急

医療体制を確保するための運営費を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

佐世保県北圏域の小児の２次救急医療体制を２４時間確保する医療

機関への補助 １箇所 
アウトプット指標（達成

値） 

佐世保県北圏域の小児の２次救急医療体制を２４時間確保する医療

機関への補助 １箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

佐世保市総合医療センターの小児科医師１名体制を維持する。 

（１）事業の有効性 
 本事業は、特に小児科医師が不足する佐世保県北地域に

おいて、小児科医が常駐して休日・夜間の救急医療体制を行

う医療機関に対し、その運営費等経費について支援を行う

ものであり、有効である。 
（２）事業の効率性 
 周産期母子医療センターである公的医療機関が事業を行

っており、佐世保県北地域の小児医療体制全般を把握して

いるため、必要に応じて関係者との連絡調整を行いながら

実施しており、事業は効率的に行われた。 
その他 令和 4年度 12,443 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.16（医療分）】 

母体急変時の初期対応の強化事業 

【総事業費】 
1,947 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県医師会 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県では、地域の産科医師の減少や高齢化が進んでおり、様々な

職種の周産期医療関係者に標準的な母体救命法を普及させるこ

とにより、効果的な母体救命システムの確立及び妊産婦への質の

高い医療の提供体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：妊産婦死亡数 ０ 

事業の内容（当初計画） 県内の妊産婦死亡の減少を目指すため、産婦人科医のみならず、

救急医、麻酔科医、看護師、助産師等に対し実践的な母体救命の

ための研修を実施。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修実施回数 ４回 

アウトプット指標（達成

値） 

研修実施回数 １回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： ０ 

（R4 人口動態調査妊産婦死亡数） 

（１）事業の有効性 
 産科一次医療施設における母体救命対応力強化により、

高次医療機関搬送時の救命率向上が図られる。 
 一方で、コロナの流行継続により、急変時救急処置技術習

得のための集合研修を開催できず、アウトプット指標の

研修会開催回数には届かなかった。日本母体救命システ

ム普及協議会（J-MELS）公認講習会による実践的な技術

習得トレーニングのため対面集合研修が欠かせないが、

コロナの感染拡大等で講習が開催できない場合は、代替

措置として、講演会等の開催を追加予定。 
（２）事業の効率性 
 産科一次医療施設の全てが所属する県医師会が企画、募

集することで、現場に即した研修が高い参加率のもと、実施

できた。 
その他 令和 4年度 1,460 千円 

  



   

68 
 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.17（医療分）】 

歯科衛生士の確保対策の推進事業 

【総事業費】 
2,158 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築を図るため歯科医師や歯科衛生士

の在宅歯科医療への取組をすすめているが、本県においては、歯

科衛生士の人材確保が困難となっている。 

アウトカム指標：無料職業紹介所を通じて就職した歯科衛生士数

10 人 

事業の内容（当初計画） ・歯科医療の環境を整備する為、県歯科医師会が仲介となり、

歯科衛生士の求職者と求人事業所の円滑なマッチングを支援す

る無料職業紹介所の運営や離職者の再就職を支援するための研

修会・相談会を実施。 
・小中高校生への歯科衛生士の職種周知啓発 
・離職防止対策として診療所向け労務研修会の開催、マニュア

ル作成 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

各研修会及び相談会の累計参加者数：40 人 

アウトプット指標（達成

値） 

各研修会及び相談会の累計参加者数：59 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：無料職業紹介所を

通じて就職した歯科衛生士数２人（R4） 

（１）事業の有効性 
 離職中有資格者の研修会参加によるスキル向上や不安解

消を図り、無料職業紹介所に求人登録できたものの、就職し

た歯科衛生士数が２人にとどまったため、登録者への支援

等にも努め、就職数の向上を図りたい。 
（２）事業の効率性 
 既卒有資格者の県外流出防止・職場復帰を図るため、県内

歯科衛生士養成所や県歯科医師会と連携し、長崎県歯科医

師会作成「長歯月報」（冊子）に就職マッチングサポートの

記事掲載等を行うなど効率的に事業を展開した。 
その他 令和 4年度 1,350 千円 

 



   

69 
 

 
事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.18（医療分）】 

医療勤務環境改善支援センター事業  

【総事業費】 
8,405 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療従事者の勤務環境が厳しい中、質の高い医療サービスを継続

的に提供するためには、勤務環境の改善による定着支援を行う仕

組み等を構築し、地域医療を確保する必要がある。 

アウトカム指標：医療勤務環境マネジメントシステムに取り組む

医療機関数 2機関（H27）→2機関（R4） 

事業の内容（当初計画） 医療従事者が健康で安心して働ける環境の整備のため、勤務環境

改善マネジメントシステムにより勤務環境改善に取り組む各医

療機関に対してアドバイザーによる支援、環境改善に効果的な事

業への助成等の総合的・専門的な支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

支援対象医療機関数：４機関 

アウトプット指標（達成

値） 

支援対象医療機関数：３機関 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

医療勤務環境マネジメントシステムに取り組む医療機関数 2機

関（H27）→3機関（R4） 

（１）事業の有効性 
 本事業は勤務環境改善に取り組む医療機関を支援するこ

とにより、病院管理者等への意識向上に寄与した。 
（２）事業の効率性 
 支援対象医療機関へ補助金を交付するとともに、医療機

関の勤務環境改善に資するセミナー等を実施することによ

り、医療機関の勤務環境改善に対する意識の向上が図られ

るとともに、勤務環境の改善につながった。 
医療機関への周知については重ねて行ったものの、支援

を希望する医療機関が目標値に及ばなかった。今後は、対象

医療機関に対する周知方法について検討を行う。 
その他 令和 4年度 8,405 千円 

 

  



   

70 
 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.19（医療分）】 

長崎県地域医療人材支援センター運営事業 

【総事業費】 
61,079 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県、ながさき地域医療人材支援センター 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

離島と本土地域の医師の偏在の格差が依然として大きい中、質の

高い医療サービスを継続的に提供するためには、県内の医師不足

の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成支援と一体的に医

師不足病院等の支援等を行い、地域医療を確保する必要がある。 

アウトカム指標：地域偏在格差（倍）２．１倍 

事業の内容（当初計画） 県内の医師の地域偏在等を解消し、地域医療の安定的な確保を図

るため、新たに医師派遣事務やキャリア形成プログラムの策定な

どの法定事務を「ながさき地域医療人材支援センター」（地域医

療支援センター）にて実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

キャリア形成等支援登録医師数累計６０人 

アウトプット指標（達成

値） 

キャリア形成等支援登録医師数累計６１人（R4実績） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：地域偏在格差（R2三

師統計）2.19→（R4 年三師統計）2.39（R4） 

（１）事業の有効性 
本事業によって、地域医療の担う医師のキャリア形成支

援と一体的に、医師不足病院等の医師確保の支援を行うこ

とができた。県内の地域間の人口 10 万人対医師の格差は、

R２三師統計の 2.19 から、R4 三師統計では 2.39 に拡大し

た。都市部の医療圏に集中する傾向が続いており、引き続き

離島へき地の医師不足病院等の支援等を行い、地域偏在格

差の縮小に努める。 
（２）事業の効率性 
 医師の地域偏在を解消し、離島・へき地地域を含め地域医

療の安定的な確保が効率的に行われた。 
その他 （61,079 千円過年度積立残高より実施） 

令和 5年度 65,188 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.20（医療分）】 

女性医師等就労支援事業  

【総事業費】 
5,491 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県、長崎大学病院 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

女性医師等が、出産、子育て等のライフイベントにより離職する

事例が生じていることから、医師等の離職を防止し、復職を支援

する仕組み等を構築する必要がある。 

アウトカム指標：再就業または復帰の意思のある女性医師の割合 

85％（H27）→90％（R4） 

事業の内容（当初計画） 出産・育児等による離職を防止し、離職後の再就業に不安を抱え

る女性医師等のための相談窓口の設置・運営、復職研修や子育て

中であっても地域医療に従事できるシステムの構築等の取組を

行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談窓口対応件数 76 件(H27)→90 件（R4） 

アウトプット指標（達成

値） 

相談窓口対応件数 76 件(H27)→75 件（R4） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：再就業または復帰の

意思のある女性医師の割合 85％（H27）→91％ 

（１）事業の有効性 
 長崎大学病院メディカル・ワークライフバランスセンタ

ーに事業を委託している。センターにおいては、相談窓口事

業、復職トレーニング事業、トップセミナーや各種講演会を

行っており、女性医師等が出産・育児や介護により離職する

ことを防止する効果がある。 
 令和４年度は、相談件数 75 件と前年より減少したが、産

休育休、保育サポートに関することなどの情報提供を行い、

医師の離職防止に努めるとともに復職を支援した。 
（２）事業の効率性 
 センターは大学病院医局、医学部同窓会、長崎県医師会等

の協力を最も得やすい立場であり、ワークライフバランス

の概念の普及啓発や各種事業を効率的に行っている。 
その他 令和 4年度 5,491 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 
産科医師等確保支援事業 

【総事業費 

13,519 千円 

事業の対象となる区

域 

長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の産科医が不足し、周産期母子医療センターの負担が大きくなっ

ていることから、地域における産科医を確保し、定着を図る必要があ

る。 

アウトカム指標： 

○手当支給施設の産科・産婦人科医師数 

55 人（H27）→ 77 人（R4） 

○分娩 1,000 件あたりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

 22 人（H27）→ 28 人（R4） 

事業の内容（当初計

画） 

産科医等の処遇を改善しその確保を図るため、分娩手当を支給する分

娩取扱機関に対して支援を行う。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

○手当支給施設数：10施設（H27）→ 21 施設（R4） 

○手当支給者数：88 人（H27）→ 113 人（R4） 

アウトプット指標（達

成値） 

○手当支給施設数：10施設（H27）→  施設 23 施設（R4） 

○手当支給者数：88 人（H27）→  165 人（R4） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

○手当支給施設の産科・産婦人科医師数 

55 人（H27）→ 86 人（R4） 

○分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

 22 人（H27）→43 人（R4） 

（１）事業の有効性 
 医療機関において産科医等に支払われている分娩手当てに対

して助成を行うことで、支給制度の実施を推進し、産科医等の処

遇改善を行うことで産科医等の確保を促進した。 
（２）事業の効率性 
 分娩取扱件数に応じて支援を行うため、実態を反映した効率的

な処遇改善が行われた。 

その他 令和 4年度 13,519 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.22（医療分）】 

大学地域枠医学修学資金貸与事業  

【総事業費】 
154,249 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域や診療科目により医療従事者の確保が非常に困難となって

いることから、それらの人材確保を図るため、医師等の育成や離

職した看護職員等に対する復職の支援、勤務環境の改善による定

着支援を行う仕組み等を構築し、医療従事者の偏在に対応し、地

域医療を確保する必要がある。 

アウトカム指標：離島の病院等に勤務する医師数 

 201 人（H24）→225 人（R4） 

事業の内容（当初計画） 将来、県内の公的医療機関等に勤務する医師を養成し、離島・へ

き地における医師不足の解消を図るため、医学生へ修学資金を貸

与する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新規貸与者数 13 人（H28）→22 人（R4） 

アウトプット指標（達成

値） 

新規貸与者数 13 人（H28）→21 人（R4） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：離島の病院等に勤務

する医師数 201 人（H24）→230 人（Ｒ2） 

【代替となる指標】地域枠の確保医師数 8人（R2）→12人（R4） 

（１）事業の有効性 
R4 年度は 22名の枠に対し 21 名の地域枠医学生へ修学資

金の貸与を行うことにより、県内の公的医療機関に勤務す

る医師の養成に寄与した。（佐賀大学の枠については、合格

基準に満たず合格者が 0 名であった。）今後入学者確保のた

め県内高校及び予備校に対し地域枠制度の意義や魅力を㏚

する。確保した医学修学生の中途離脱を防ぐため、ながさき

地域医療人材支援センターと連携し、医学修学生に対し、き

め細やかな支援を行った。また、養成医に対しても、離脱等

防止のため面談等を実施した。 
（２）事業の効率性 
 新規募集の際には学校に出向き、制度について説明会を

行い、効率的に事業を行った。また、地域枠の医学生に義務
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を確実に履行していただくために、制度の改正を行ってい

る。医学生に対する修学資金の貸与により、当該医学生が将

来県内で勤務することが見込まれる。 
その他 令和 4年度 154,249 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.23（医療分）】 

専門医師確保対策事業  

【総事業費】 
10,800 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域や診療科目により医療従事者の確保が非常に困難となって

いることから、それらの人材確保を図るため、医師等の育成や離

職した看護職員等に対する復職の支援、勤務環境の改善による定

着支援を行う仕組み等を構築し、医療従事者の偏在に対応し、地

域医療を確保する必要がある。 

アウトカム指標：離島の病院等に勤務する医師数（三師調査） 

 201 人（H24）→225 人（R4） 

事業の内容（当初計画） 研修医に対して研修資金を貸与することにより、県内の周産期母

子医療センター、救命救急センター、離島の精神科及び総合診療

科等に勤務する専門医師の養成を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新規貸与者数 6 人 

アウトプット指標（達成

値） 

新規貸与者数 2 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：離島の病院等に勤務

する医師数（三師調査）201 人（H24）→230 人（R2） 

【代替となる指標】専門医師確保数２人（R4 実績） 

（１）事業の有効性 
 延べ救急科の研修医５名、小児科の研修医１１名、産科の

研修医８名、脳神経外科の研修医３名に貸付を行い、不足す

る診療科の医師の確保に寄与した。新規貸与者数は目標が

達成できなかった。専門研修者への周知不足等が原因考え

られるため、使いやすい制度となるよう関係者の意見を聞

くとともに医療機関への周知を強化していきたい。 
（２）事業の効率性 
 対象となる診療科については改正を行い、効率的に事業

を行った。本事業により、当該医師が将来県内で勤務するこ

とが見込まれる。 
その他 令和 4年度 10,800 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.24（医療分）】 

新・鳴滝塾構想推進事業  

【総事業費】 
12,000 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県医師臨床研修協議会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医学生の県外志向等の理由により、地域医療を担う医師が非常に

不足している。 

アウトカム指標：県内の病院における研修医マッチング数 

 84 人（H27）→94 人（R4） 

事業の内容（当初計画） 長崎県医師臨床研修協議会を設置し、各種の臨床研修医確保事業

等の実施により、県内で従事する医師の確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

オンライン病院説明会参加延べ人数 120 人 

アウトプット指標（達成

値） 

オンライン病院説明会参加延べ人数 143 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県内の病院における

研修医マッチング数 84 人（H27）→89人（R4） 

（１）事業の有効性 
病院見学者の誘致、臨床研修病院合同説明会の開催など

医師確保に向けたさまざまな事業を実施。マッチング数自

体は 89 人となったが、二次募集による採用もあり、最終的

な採用数はこれを上回る 90 人となり、研修医の確保に寄与

した。 
 オンライン病院説明会の参加人数が目標を上回ってお

り、最終的な研修医確保につなげるためにも、医学関係のイ

ベントの機会等も利用し、引き続き一層の PR に努め、参加

人数の増加を図る。 
（２）事業の効率性 
 各機関病院が実施する病院見学や説明会を長崎県医師臨

床研修協議会にて一括して開催することで、より効率的な

病院見学や説明会となり、病院・学生双方のメリットとなっ

ている。 
その他 令和 4年度 12,000 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.25（医療分）】 

離島・へき地医療学講座事業  

【総事業費】 
20,000 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においては全国に先駆けて医学修学資金貸与制度を導入し、

離島・へき地の医師確保に努めてきたが、平成 22 年度からスタ

ートした地域枠制度によりその先進性は失われ、逆に他県と比べ

離島勤務の義務があることにより、義務終了前のリタイヤが懸念

されている。 

一方で、新専門医制度においては、地域医療でも活躍が期待され

る総合診療科が基本診療科に追加されたため、地域医療に対する

意識醸成と総合診療専門医を確保していくことが課題となって

いる。 

アウトカム指標：長崎大学の地域医療教育を受けた医師が長崎県

内の総合診療専門医プログラムに登録した数（人） 0 人（H30）

→2 人（R4） 

事業の内容（当初計画） 学生に対する地域医療教育及び離島医療を担う人材育成を推進

するため、県と離島自治体(五島市)により、長崎大学の「離島・

へき地医療学講座」開設に要する経費を支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

学生を毎年１週間程度離島に滞在させ、離島医療教育を実施（人）

100 名 
アウトプット指標（達成

値） 

学生を毎年 1 週間程度離島に滞在させ、離島医療教育を実施（人） 
壱岐・対馬・上五島・下五島コースの実習を行い 121 名に対して

教育を実施した。  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

長崎大学の地域医療教育を受けた医師が長崎県内の総合診療専

門医プログラムに登録した数（人）0人（H30）→ 4 人（R4） 

（１）事業の有効性 
 本講座の取組により、地域医療の柱となる総合診療専門

医を育成するプログラムに登録した人数が増加した。講座

参加者は 121 名の参加となり、離島へき地医療に興味を持

つ人材の育成につながった。 
（２）事業の効率性 
 講座をオンラインで実施し、より多くの方に離島・へき地



   

78 
 

医療について理解を深めていただき、効率的に実施するこ

とができた。 
その他 令和 4年度 20,000 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.26（医療分）】 

看護師等養成所運営等事業  

【総事業費】 
140,291 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 民間立看護師等養成所 

事業の期間 令和 4年 4月 1日 ～ 令和 5年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において看護職員の確保が困難となる中で、看

護師等養成所の強化・充実を図り、安定的な運営に向けて支

援することが必要である。 

アウトカム指標：補助対象養成所の新卒者の県内就業率 
(進学者除く)85％（H29）→89％（R4） 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所の教育内容の充実を図るため、専任教員経費、部

外講師謝金、教材費等運営に係る経費を補助する。また、県内就

業促進を図るため、県内就業率による調整を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助対象養成所における資格試験の合格率 
95％（H30）→97.5％（R4） 

アウトプット指標（達成

値） 

補助対象養成所における資格試験の合格率：95％（H30）→ 
96.2％（R4） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：補助対象養成所の新

卒者 (進学者除く) の県内就業率：88％（H29）→85.0％（R4） 
（１）事業の有効性 
専任教員経費、部外講師謝金、教材費等運営にかかる経費

を補助することにより、看護師等養成所の教育内容の充実

を図ることができた。資格試験の合格率について、合格者の

わずかな増減が数％の影響をもたらすと考えられるが、以

前として高い水準は維持している。県内就業率については、

県外就業者数は例年と変わらないが、資格試験不合格によ

る就業率の低下となっている。引き続き看護師等養成所の

運営を支援し、看護職員の確保に努めていく。 
（２）事業の効率性 
 看護師等養成所が健全な運営を通じて、看護職員の計画

的・安定的かつ効率的な供給が行われた。 
その他 （140,291 千円過年度積立残高より実施） 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.27（医療分）】 

病院内保育所運営事業  

【総事業費】 
314,990 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 令和 4年 4月 1日 ～ 令和 5年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において看護職員の確保が困難となる中で、子

供を持つ看護職員・女性医師をはじめとした医療従事者の

離職防止、再就業促進のためには、病院内保育所の安定した

運営が必要である。 

アウトカム指標：県内の看護職員数  

25,774 人（H28）→26,164 人（R4） 

事業の内容（当初計画） 子供を持つ看護職員、女性医師をはじめとする医療従事者

の離職防止及び再就業を促進するため、病院内保育所を設

置する医療機関に対し、運営に係る経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病院内保育所運営施設への経費の補助数 17 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

病院内保育所運営施設への経費の補助数 14 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内の看護職員数 

25,774 人（H28）→26,023（R4） 

（１）事業の有効性 
 病院内保育所を設置する医療機関に対し、保育士の人件

費等運営に係る経費を補助することにより、子どもをもつ

看護職員、女性医師をはじめとする医療従事者の子育てと

仕事の両立を支援する事業であるが、病院内保育所運営施

設への経費の補助数について、保育所利用児童の減により

閉鎖された施設もあることから、当初の目標値に達するこ

とができなかった。また、県内の看護職員数は少子化による

新卒看護職員の減が大きく、ミスマッチによる再就業者の

減などもあることから、当初の目標値に達することができ

なかった。 
（２）事業の効率性 
 各病院内保育所の実態に応じ保育内容による加算を行う

ことで、看護職員のニーズに合った運営が継続されること

により、効率的な離職防止及び再就業促進に寄与した。 
その他 （42,445 千円過年度積立残高より実施） 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.28（医療分）】 

新人看護職員研修事業  

【総事業費】 
59,727 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において看護職員の確保が困難となる中で、新人看護

職員の中には、臨床実践能力と看護実践能力の乖離が原因で離職

するものもいることから、臨床実践能力を強化するため、各医療

機関における研修体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：新人看護職員の離職率 5%以内の離職率を目指

す。8.0%（H28）→6.2%（R4） 

事業の内容（当初計画） 看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、

新人看護職員が就職後も臨床研修を受けられる体制を整備する

ため、医療機関が実施する新人看護職員研修に係る経費の補助を

行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新人看護職員研修を実施する施設への経費の補助数 36 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

新人看護職員研修を実施する施設への経費の補助数 34 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：新人看護職員の離職

率 6.2%以内の離職率を目指す。8.0%（H28）→10.6%（R4） 

（１）事業の有効性 
 アウトカム指標については、目標 6.2％に対し 10.6％と

目標を達成できなかった。また、アウトプット指標について

も目標 36 施設に対し 34 施設と目標を達成できなかった。 
原因としては、職場とのミスマッチ及び新型コロナウィル

スの感染状況が落ち着いたことにより、当初希望していた

県外への就業のため離職したことが考えられる。また、補助

施設数については、予定していた免許取得後に初めて就労

する新人看護職員の採用がなかった。 
 今後は、合同就職説明会を通じて県内医療機関と看護学

生をマッチングさせる機会を提供し、採用を促すとともに、

ナースセンターと連携し、離職防止を図る。 
（２）事業の効率性 
 新人看護職員の研修体制が整備されることで新人看護職
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員の効率的な研修が実施できた。また、単独で研修を実施で

きない他施設の新人看護職員を受け入れる研修を支援する

ことで効率的な研修の実施に寄与した。 
その他 令和 4年度 8,273 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.29（医療分）】 

看護師等県内就業定着促進事業  

【総事業費】 
2,476 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 看護師等学校（6校 8課程） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において看護職員の確保が困難となる中で、県内看護

職員の確保を図るため、看護師等学校における県内就業、県内定

着の取組みを促進していく必要がある。 

アウトカム指標：新卒看護職員の県内就業率 

55％（H28）→64％（R4） 

事業の内容（当初計画） 県内医療施設の認定看護師等との交流会、離島の医療施設等の見

学会、就業相談員の配置等、県内の看護師等学校が実施する県内

就業、県内定着に資する取組に必要な経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内看護師等学校への経費の補助数（６校８課程） 

アウトプット指標（達成

値） 

県内看護師等学校への経費の補助数（４校５課程） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：新卒看護職員の県内

就業率 55％（H28）→ 61.1％（R4） 

（１）事業の有効性 
令和４年度も新型コロナウイルス感染症の影響で、当初計

画した医療機関の施設見学等が実施できなかったことで、

県内医療機関を直接知る機会が減少した。引き続き県内就

業促進に係る取組を支援するとともに、事業を周知し、新規

申請を促していく。 
（２）事業の効率性 
学校養成所の県内就業促進に係る取組を促進し、効率的

に実施できた。 
その他 令和 4年度 2,420 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.30（医療分）】 

質の高い看護職員育成支援事業  

【総事業費】 
8,452 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療の充実、在宅医療の推進のためには、医療の高度化・専

門分化に対応できる質の高い看護師を育成し、定着促進を支援す

る必要がある。 

アウトカム指標：県内の認定看護師数 

243 人（H29）→260 人（R4） 

事業の内容（当初計画） 看護職員の資質向上及び定着促進、地域医療体制充実のため、認

定看護師の資格取得に対する研修受講費等の支援を行うととも

に、認定看護師取得前の初期研修も実施し、認定看護師資格取得

への意識付けを図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・認定看護師養成補助数 及び 特定行為研修補助数 計 25 人 
 

アウトプット指標（達成

値） 

・認定看護師養成補助数 及び 特定行為研修補助数 計 14 人 
 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内の認定看護師数 

253 人（H29）→ 287 人（R4） 

（１）事業の有効性 
 本事業の希望者は多く、県内の認定看護師及び特定行為

研修修了者数は年々増加している。新型コロナウイルス感

染症の影響等により受講を予定していた医療機関が受講で

きず目標達成に至らなかった。毎年事前の受講希望調査で

はアウトプット指標（目標）を上回っており看護師の資質向

上、定着促進が図れている。 
（２）事業の効率性 
医療機関に対し制度の周知を行うことで、計画的な研修

派遣がなされるよう意識づけを図り、受講希望する施設に

対し認定看護師研修及び特定行為研修受講経費(入学金、授

業料、実習費)を補助することで受講促進が図られ効率的に

実施できた。 
その他 令和 4年度 4,226 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.31（医療分）】 

特定行為研修（38 行為）修了者育成支援事

業 

【総事業費】 
0 千円 

事業の対象となる区域 離島地域 

事業の実施主体 長崎県・長崎県病院企業団 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師が不足する離島地域において、医師業務を補完する特定行為

研修（38 行為）修了者を育成し、医療提供体制を確保することが

必要。 

アウトカム指標：離島に勤務する特定行為研修修了者  

平成２９年度 ４人 → 令和４年度 １人 

事業の内容（当初計画） 特定行為 38 行為の資格取得を目指す看護師に対する、大学院修

学期間及び実務研修期間の修学資金貸与への支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

貸与者数 1 人 

アウトプット指標（達成

値） 

貸与者数 0 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：離島に勤務する特定

行為研修修了者 平成２９年度４人 → 令和４年度１人 

（１）事業の有効性 
医師が不足する離島地域において、医師業務を補助する

特定行為研修修了者を育成し、専門性の高い看護師を確保

し離島の医療提供体制を確保するための補助である。令和

4 年度新規貸与者数はおらず、研修修了した 1 名が、令和 4
年度離島に勤務した。本事業は令和４年度終了予定で新た

な貸与者はいないが、引き続き、これまで貸与を受けた特定

行為研修修了者が離島で勤務する取組を行う。 
（２）事業の効率性 
 長崎県の離島医療を担う長崎県病院企業団が主導し、そ

の費用の 1/2 負担により効率的に事業が図られている。 
その他 令和 4年度 0 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.32（医療分）】 

医学修学生等実地研修事業  

【総事業費】 
3,304 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域や診療科目により医療従事者の確保が非常に困難となって

いることから、それらの人材確保を図るため、医師等の育成や離

職した看護職員等に対する復職の支援、勤務環境の改善による定

着支援を行う仕組み等を構築し、医療従事者の偏在に対応し、地

域医療を確保する必要がある。 

アウトカム指標：離島の病院等に勤務する医師数（三師調査） 

201 人（H24）→225 人（R4） 

事業の内容（当初計画） 修学資金を貸与された医学生等を対象としたワークショップ等

の実地研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

離島病院等見学者数 20 人 

アウトプット指標（達成

値） 

離島病院等見学者数  12 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：離島の病院等に勤務

する医師数（三師調査）201 人（H24）→ 230 人（Ｒ2） 

【代替となる指標】医学修学生実地訓練研修への参加率80％（R4）  

（１）事業の有効性 
 学生の時期に実地研修することで、将来、離島で勤務した

際に、本事業からのリタイアを防止する。 
令和４年度は、コロナウイルス感染症の影響から離島病

院等の見学受入れが困難な時期が続き目標を達成すること

はできなかったが、代替として Web 等を活用した説明会等

を実施した。 
（２）事業の効率性 
 離島で研修を行うことで、離島医療に対する意欲向上や

認識が深まり、効率的に離島医療に従事する医師を養成で

きる。 
その他 令和 4年度 3,304 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.33（医療分）】 

看護キャリア支援センター事業  

【総事業費】 
49,857 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

離島・へき地をはじめ、多くの地域で看護職員の確保が困難とな

る中で、看護職員のキャリアに応じた離職防止、就業支援を県全

体で推進し、看護職員を確保する必要がある。 

アウトカム指標：県内の看護職員数 

25,774 人（H28）→26,164 人（R4） 

事業の内容（当初計画） 未就業、潜在看護職員の看護技術実践力と就業意欲を高めるため

の研修等を実施することで再就業を促進するとともに、離職防止

をはじめとする看護職員の確保対策を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 
研修受講者数 3,826 人（H28）→4,100 人（R4） 

アウトプット指標（達成

値） 
センター利用者数（研修受講者・就業相談者等）8,183 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内の看護職員数 

25,774 人（H28）→26,023 人（R4） 

（１） 事業の有効性 
 看護職員の安定的な確保を目的に新人職員や院内の指導

的立場の職員など対象者のキャリアの段階に応じた研修や

未就業看護職員の復職支援研修等、看護職員の再就業支援

及び就労環境改善に資する研修・相談事業を実施し、県内の

多くの看護職員が利用し、研修受講者数は目標を達成した

が、復職支援研修については、定員を満たしておらず本研修

を活用した再就業者数は 25 名であった。県内の看護職員数

は少子化による新卒看護職員の減が大きく、ナースセンタ

ー等による支援ではミスマッチによる再就業者の減なども

あることから、当初の目標値に達することができなかった。

引き続き研修内容を検証しながら、研修・相談事業を継続し

看護職員の確保に繋げていく。 
（２）事業の効率性 
 指定管理者制度を導入し、指定管理者と県で協議しなが

ら計画に沿った事業を効率的に実施できた。 
その他 令和 4年度 49,857 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.34（医療分）】 
看護職員合同就職説明会開催事業 

【総事業費】 
1,276 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

これまで実施してきた対面式での合同就職説明会に加えてＷＥ

Ｂ合同就職説明会を実施するとともに、参加病院等に対して、県

内就業につながる求人や施設情報の効果的な発信手法等を学ぶ

セミナーを実施する。 

アウトカム指標：説明会参加者のうち、参加医療機関へ就職した

者の割合 65％(R4) 

事業の内容（当初計画） ・施設を対象とした現在の就活生の就職活動の動向やオンライ

ン化に対応した施設・求人情報の提供方法を学ぶセミナーを実

施する。 
・これまで実施してきた対面式での合同就職説明会に加え、オン

ライン中心となった学生の就職活動にも対応するため、看護師等

学校養成所の学生及び未就業看護師等と施設をオンライン上で

マッチングさせるＷＥＢ合同就職説明会を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

合同就職説明会の参加者数  450 人(R4) 

アウトプット指標（達成

値） 

合同就職説明会の参加者数 421 人（R4） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

【観察できない理由】アウトカム指標を正確に算出するに

は、令和５年度末～令和６年度当初に、令和４年度説明会参

加者が所属する（した）看護学校養成所へ調査する必要があ

るため。正確だが数値が判明するまで時間を要する指標よ

りも、代替指標を用いることで、事業を迅速に評価できるよ

うにする。 

【代替となる指標】県内施設等への興味・関心が高まったと

回答した説明会参加者の割合 92％（R4）  

（１）事業の有効性 
 採用力向上セミナーを実施し、32 医療機関が参加した。

また、合同就職説明会については、46 医療機関が出展し、

延べ 421 人が説明会に参加した結果、県内施設等への興味・
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関心が高まったと回答した説明会参加者の割合が 9 割以上

となった。 
（２）事業の効率性 
 採用力向上セミナーを実施し、医療機関の新規就業者確

保に向けた取組を強化するとともに、WEB 合同就職説明会

の実施により、医療機関と就業希望者をマッチングする機

会を確保し、県内就業者数の増加に寄与した。 
その他 アウトカム指標の算定には追跡調査が必要であり、一定の

期間を要する。 

令和 4年度 880 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.35（医療分）】 

特定行為研修推進補助事業 

【総事業費】 
1,712 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

特定行為研修修了者同士による交流や情報交換を通じて、医療機

関における研修修了者に期待される役割や活用体制の整理を行

う。また、医療機関に対する研修修了者の有効活用など研修への

理解を深め、受講を促進し医療の質の向上を図る。 

アウトカム指標：特定行為研修修了者数（R2）31 人→(R4)51 人 

事業の内容（当初計画） 特定行為研修の推進に係る経費の補助 
 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

シンポジウム・研修会等への参加医療機関数（R4）29 医療機関 
 

アウトプット指標（達成

値） 

シンポジウム・研修会等への参加医療機関数（R4）48 医療機関 
 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：特定行為研修修了者

数（R2）31 人→(R4)56 人 

（１）事業の有効性 
 シンポジウムや交流会はハイブリッドで実施し 48 病院

が参加し目標を達成し、研修修了者数についても目標を達

成した。実態調査結果から特定行為研修の受講促進や研修

修了者の効果的活用等につながる取り組みを支援してい

く。 
（２）事業の効率性 
 特定行為研修の推進に関するシンポジウムや交流会を開

催することで、医療機関に対する研修修了者の有効活用な

ど理解を深める機会となり、特定行為研修の推進に係る取

組を促進し、効率的に実施できた。 
その他 令和 4年度 1,402 千円 

 
  



   

91 
 

 
事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.36（医療分）】 

看護師等養成所課程変更支援事業 

【総事業費】 
3,316 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 民間立看護師等養成所（１養成所） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

長崎県の 2025 年看護職員需給推計では、661 人が不足する見込

みとなっている。現在、県内看護師等養成所の一学年定員は、約

900 人であるが、准看護師課程においては入学生が年々減少して

いる状況にある。今回、准看護師課程と看護師２年課程を併設し

ている県内の看護師等養成所が、両課程を廃止し、R6 年度から看

護師３年課程を設置（課程変更）する動きがあるため、本事業で

補助し、円滑な課程変更を支援することで、県内の新規養成数を

確保し、看護職員の安定的な確保を図る。 

アウトカム指標：県内の看護職員数 

25,854 人(H30)→26,164 人(R4) 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所の課程変更に必要な準備（看護師３年課程のカリ

キュラム作成、臨地実習先調整）及び計画書・申請書作成を行う

専任教員の配置経費を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 
補助件数 １件(R4) 

アウトプット指標（達成

値） 
補助件数 １件(R4) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：県内の看護職員数 

25,854 人(H30)→26,023 人(R4) 

（１）事業の有効性 
 専任教員の配置経費を支援したことで、令和６年度の開

校に向け、課程変更に係る作業を円滑に進めることができ

た。 
 県内の看護職員数は少子化による新卒看護職員の減が大

きく、ミスマッチによる再就業者の減などもあることから、

当初の目標値に達することができなかったが、当該事業に

より県内の新規養成数を確保し、看護職員の確保に繋げて

いく。 
（２）事業の効率性 
 既存の学校（准看護師養成所、看護師 2 年課程）を運営
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しながら卒業生未輩出の年度が生じないよう、同時に新た

な課程を設置、運営に向け事務作業のスピードを高め、効率

的に実施することができた。 
その他 令和 4年度 3,316 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.37（医療分）】 

地域の勤務医師確保事業  

【総事業費】 
12,620 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域や診療科目により医療従事者の確保が非常に困難となって

いることから、それらの人材確保を図るため、医師等の育成や離

職した看護職員等に対する復職の支援、勤務環境の改善による定

着支援を行う仕組み等を構築し、医療従事者の偏在に対応し、地

域医療を確保する必要がある。 

アウトカム指標：離島の病院等に勤務する医師数 

 201 人（H24）→225 人（R4） 

事業の内容（当初計画） 離島に勤務する医師養成のための医学生への修学資金貸与事業

及び離島に勤務する医師養成のための修学資金貸与事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

新規貸与者数 2 人（R4） 

アウトプット指標（達成

値） 

新規貸与者数１人（R4） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

【観察できない理由】三師調査が 2年に 1度の調査のため。 

【代替となる指標】一般枠の確保医師数 2人（R4） 

（１）事業の有効性 
 R4 年度は 2名の枠に対し 1 名の応募があり、修学資金

の貸与を行った。これにより、県内の公的医療機関に勤務す

る医師の養成に寄与した。今後も医学生確保のため全国の

医学部のある大学に対し制度の意義や魅力を㏚する。確保

した医学修学生の中途離脱を防ぐため、ながさき地域医療

人材支援センターと連携し、医学修学生に対しきめ細やか

な支援を行った。また、養成医に対しても、離脱等防止のた

め、面談等の実施を行った。 
（２）事業の効率性 
 一般枠の医学生に義務を確実に履行していただくため

に、制度の改正行っている。医学生に対する修学資金の貸与

により、当該医学生が将来県内で勤務することが見込まれ

る。 
その他 令和 4年度 12,620 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.38（医療分）】 

発達障害児地域医療体制整備事業（医療従

事者研修） 

【総事業費】 
911 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全体 

事業の実施主体 発達障害医療従事者研修事業 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

発達障害やその疑いのある児の増加により、専門医療機関の初診

待ちが４～６ケ月と長期となり、早期診断・早期療育が実現でき

ていない。 

身近な地域で早期療育が受けられる体制整備が求められており、

発達障害児の診察が可能な医師並びに医療従事者に対する研修

を行う。 

アウトカム指標：発達障害の診察が可能な医療機関数（小児科） 

１３（Ｒ３）→ １４（Ｒ４） 

事業の内容（当初計画） ①発達障害児の診察が可能な医師を育成するため、専門医療機

関での実地研修を実施する。 

②県内５地区で医療従事者に対する研修会を実施する。 

③早期の療育体制整備等に向けた検討会の開催 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①発達障害児の診察ができる医師の養成研修を受講する医師数 

４名 

②医療従事者に対する研修回数 ５回 

③検討会の開催回数      ３回 
アウトプット指標（達成

値） 

①発達障害児の診察ができる医師の養成研修を受講する医師数 

５名 

②医療従事者に対する研修回数  １回（オンライン開催） 

③検討会の開催回数       ０回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：発達障害の診察が可

能な医療機関数（小児科）１３（Ｒ３）→ １４（Ｒ４） 

（１）事業の有効性 
①については当初目標としていた人数を超える５名の医師

に対し実際の現場において研修を行うことができた。②に

ついては地区ごとの集合研修を予定していたが、コロナに

より実施が難しくなったためオンラインでの研修に切り替

え、県内全地区から参加が可能となった。今後も内容等に応

じてオンラインによる研修も併用していきたい。③につい
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てもコロナにより検討会という形式では実施できなかった

が、初診待ち解消に向けた具体的な取組について検討を進

めていくため、県医師会等と協力し、医療機関に対して発達

障害診療（再診）への協力に関するアンケートを実施した。 
（２）事業の効率性 
大学病院等と連携することで効率的に研修受講者を確保で

きた。また、研修場所を 2 箇所にすることで効率的に研修

が実施できている。 
その他 令和 4年度 911 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.39（医療分）】 

しまの精神医療特別対策事業  

【総事業費】 
12,143 千円 

事業の対象となる区域 上五島区域 

事業の実施主体 長崎県病院企業団 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの地域において医療従事者の確保が困難となる中、上五島医

療圏域は精神科医不在地区となっており、島内で精神科を受診す

ることができない状況にあることから、当圏域へ精神科医師を派

遣し、受診体制を維持する必要がある。 

アウトカム指標：地域精神保健医療体制の維持 

8 圏域（R4）（全圏域）  

事業の内容（当初計画） 精神科医不在地区である上五島医療圏域へ精神科医師を派遣す

る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

診療件数（上五島医療圏域） 7,000 件 
 

アウトプット指標（達成

値） 

診療件数（上五島医療圏域） 8,011 件 
 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域精神保健医療体

制の維持 8 圏域（R 元）→8圏域（R4）（全圏域） 

（１）事業の有効性 
 精神科医不在地区へ精神科医師を派遣することにより、

医師の偏在を解消するとともに医療体制の維持に寄与する

ことができた。 
（２）事業の効率性 
 精神科医師を派遣することにより、治療中断者を含めて

医療につながっていない精神患者及び家族等への相談助言

や、保健所職員に対する助言等が行われており、上五島医療

圏域の精神科医療の底上げとなっている。 
その他 令和 4年度 12,143 千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.40（医療分）】 

児童思春期診療強化事業 

【総事業費】 
26,146 千円 

事業の対象となる区域 長崎県全域 

事業の実施主体 長崎大学病院 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県における重大な少年事件を契機に、発達障害に対応できる医

師の育成が急務となり、診断とアセスメントができる「長崎県子

どもの心のサポート医」の育成を H28～R2 まで行ってきた。今後

は、養成したサポート医の診療強化を行い、サポート医が診療す

る医療機関を増やしていく必要がある。 

アウトカム指標： 

サポート医が診療している医療機関数（目標 19ヶ所） 

サポート医の児童思春期患者診察数（目標 R3 年度より実数の増

加） 

事業の内容（当初計画） 長崎大学病院の医学講座等により、サポート医の診療機能強化を

行い、児童思春期を診療する医療機関の増加を目指す。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①サポート医：ネット研修会/e-learning（月一回）、症例検討会

（年四回） 
②長崎大学病院専任医師からのオンラインコンサルテーション

（随時） 
アウトプット指標（達成

値） 

①フォローアップ講座（ネット研修会）12 回 

②児童相談所での実地研修（18 回） 

③長崎大学病院専任医師によるオンライン症例検討会（4

回） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：・サポート医が診療

している医療機関数の増加 (R2)9 医療機関→(R4)17 医療機関 

・サポート医の児童思春期患者診察数→(R3)実 605 人（延 4,175

人）→(R4)実 1,782 人、延 16,612 人 

（１）事業の有効性 
・フォローアップ講座、実地研修、オンラインコンサルテー

ションにより、サポート医の診療強化につながった。 
（２）事業の効率性 
・WEB による講座を実施したことにより、多くの医師が講

座受講可能となり効率的に事業を実施することができた。 
その他 令和 4年度 26,146 千円 
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事業の区分 Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事

業 

事業名 【No.41（医療分）】 
勤務医の労働時間短縮体制整備事業 

【総事業費】 

20,000 千円 

事業の対象となる区域 
長崎県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日 ～ 令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

長崎県においては、2024 年 4 月からの医師に対する時間外労働

の上限規制の適用開始に向け、医師の労働時間短縮を進める必要

がある。 

アウトカム指標： 

時間外労働時間年間 960 時間超の医師の在籍する医療機関数 

13 病院（R2 年度）→0病院（R5年度） 

事業の内容（当初計画） 医師の労働時間短縮に向けた取組を総合的に実施するために必

要な費用を支援する。 

アウトプット指標（当

初目標値） 
支援を実施する医療機関数：2 

アウトプット指標（達

成値） 
支援を実施する医療機関数：0 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：時間外労働時間年間 960 時間超の医師の在籍

する医療機関数  

 13 病院（R2 年度）→ 0 病院（R5 年度） 

（１）事業の有効性 
本事業は 960 時間超等の時間外勤務を行っている勤務 

医を抱える医療機関が、時間外短縮のために実施する改 

善策に支援を行うことにより、勤務医の時間外勤務の短 

縮に寄与しているが、Ｒ4年度は 1事業者から要望はあっ

たが、申請には至らなかった。 

（２）事業の効率性 

  医療機関への周知については重ねて行ったものの、支

援を希望する医療機関が目標値に及ばなかった。今後は、

対象医療機関に対する周知方法について検討を行う。 

その他 
令和 4年度 0 千円 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 
事業名 【No.1（介護分）】 

長崎県介護施設等整備事業 
【総事業費】 

252,680 千円 
事業の対象とな

る区域 
長崎区域・佐世保県北区域・県央区域 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・

介護ニーズ 
介護を必要とする高齢者やその家族の多様なニーズに応えるため、居

宅におけるサービス提供体制の整備を含む、介護サービス提供体制の

構築。 
アウトカム指標：特別養護老人ホームの待機者のうち、要介護 3 以上

の在宅待機者数の減（令和 4 年 4 月 1 日現在： 1,375 人） 
事業の内容（当初

計画） 
① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 認知症高齢者グループホーム         7 箇所 

 小規模多機能型居宅介護事業所        4 箇所 

 地域密着型特別養護老人ホーム       1 箇所 
② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を行う。 
③介護従事者の働く環境を整備するため、介護施設等に勤務する職員

の利用する宿舎整備の支援を行う。 
アウトプット指

標（当初の目標

値） 

介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、

第 8 期長崎県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（令和 3
～5 年度）に基づき介護サービスを提供する施設の整備を行う。 
・認知症高齢者グループホーム     （ 7 箇所） 
・小規模多機能型居宅介護事業所    （  4 箇所） 
・地域密着型特別養護老人ホーム    （ 1 箇所） 

アウトプット指

標（達成値） 
・認知症高齢者グループホーム     （ 3 箇所） 
・小規模多機能型居宅介護事業所    （  2 箇所） 
・地域密着型特別養護老人ホーム    （ 0 箇所） 

事業の有効性・効

率性 
居宅におけるサービス提供体制の整備を含む、介護サービス提供体制

の構築を推進することで、特別養護老人ホームの入所待機者（特に要

介護 3 以上の在宅待機者）の解消を図る。 
（１） 事業の有効性 
本事業により、認知症グループホーム 3 箇所及び小規模多機能型居宅

介護事業所 2 箇所が整備されたことにより、高齢者が地域において安
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心して生活できる体制の構築が図られた。 
（２） 事業の効率性 
第８期長崎県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（令和

3～5 年度）に基づいた介護サービスを提供する施設の整備を行うこと

ができた。 
 

その他 ・地域密着型の介護保険施設整備については、現状における介護施設

等の利用状況の把握を行うとともに、市町計画に基づく整備の支援を

おこなっていく。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.2（介護分）】 
介護人材確保対策連携強化事業 

【総事業費】 
1,885 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 関係機関・団体との協議会を設置し、地域包括ケアの提供

基盤となる質の高い福祉・介護人材の安定的な確保及び育

成を推進するために、関係機関・団体における個々の取組

や一体的な取組の計画・実施・検証を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

年２回協議会を開催 

アウトプット指標（達成

値） 

年２回協議会を開催 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

介護事業所の経営者や介護に関する有識者、また、支援機

関など介護現場に精通した委員に対し、本県の介護人材に

関する課題と県の取組を示し、注力すべき取組に関し、現

場の意見を踏まえた議論が展開され、県の介護人材確保対

策に活かすことができた。 

（２）事業の効率性 

介護事業所の経営者や介護に関する有識者、また、支援機

関など介護現場に精通した方を委員に選任したことで、現

場の意見を踏まえた議論が展開され、効率的な協議会運営

が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.3（介護分）】 
介護事業所認証評価制度推進事業 

【総事業費】 
1,751 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 介護事業所の介護職員の確保等の取組について県が一定基

準で認証し、PR することにより介護事業所の環境整備、業

界全体の離職率低下、イメージアップを図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

認証獲得法人数 18 法人 

アウトプット指標（達成

値） 

認証獲得法人数 12 法人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標が、令和 7 年度の指標であり観察できない

ため、事業の成果を示す指標として代替可能な指標を観察

したところ下記のとおりである。 

・認証獲得法人で離職率が低下した法人数：算定中 

（１）事業の有効性 

 12 法人（74 事業所）を認証した。さらに認証事業所の魅

力を分かりやすく PR する冊子の作成や県ホームページで

の PR により、介護事業所のイメージアップに取り組んだ。 

（２）事業の効率性 

認証審査について、介護現場の労働環境改善支援を行っ

ている介護労働安定センターへ委託・連携して実施するこ

とで、ヒアリング審査や法人への助言を効率的に実施でき

た。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4（介護分）】 

イメージアップ事業 
【総事業費】 

6,772 千円 
事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：ながよ光彩会） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数･･･31,804 人 

事業の内容（当初計画） 中高生をターゲットとした介護職についてのイメージアッ

プを図るため、動画を作成や、テレビＣＭ、各種 SNS 等を

用いたプロモーション活動を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

動画や SNS 等を用いたプロモーション活動の実施：１回 

アウトプット指標（達成

値） 

動画や SNS 等を用いたプロモーション活動の実施：１回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：アウトカム指標が、

令和 7 年度の指標であり観察できないため、イメージアッ

プ事業の成果を示す指標として代替可能な指標を観察した

ところ下記のとおりである。 

・パンフレットで介護の仕事を周知できた高校生数： 

12,873 人 

（１）事業の有効性 

パンフレットの配布のほか、継続的に使用できるイメー

ジアップコンテンツを作成し、SNS 等の幅広い媒体を用いて

広報活動を行うことにより、広く県民に対してのイメージ

アップが図られた。 

（２）事業の効率性 

イメージアップに関するプロモーション活動を、実際に

介護事業に取り組む法人へ委託することにより、県が直接

実施するより、効率的かつ効果的に実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.5（介護分）】 
介護人材新規参入促進強化事業（理解

促進事業） 

【総事業費】 
3,113 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：ながさき地域政策研究所） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 介護職について高校生のイメージアップを図るため、県内

5ヶ所で介護ロボット体験会を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護ロボット体験会の開催 

（回数：5回、定員：各回 50 名程度） 

アウトプット指標（達成

値） 

介護ロボット体験会の開催 
（回数：5 回、参加者：294 名） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標が、令和 7 年度の指標であり観察できない

ため、事業の成果を示す指標として代替可能な指標を観察

したところ下記のとおりである。 

・介護ロボット体験会参加者アンケートにおいて「将来の

職業として介護をしてみたい（少ししてみたいと回答した

者は除く）」と答えた参加者の割合：26.5% 

（１）事業の有効性 

介護ロボット体験会の開催により、新たな介護の仕事の

魅力を高校生へ伝えることができた。 

 

（２）事業の効率性 

本事業を介護ロボットの導入促進に関する事業とあわせ

て委託することにより、体験機器の手配などにおいて、運

営の効率化を図った 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.6（介護分）】 
介護人材新規参入促進強化事業(養成施設入

学者確保事業) 

【総事業費】 
1,474 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 県内の中学生及び高校生の介護分野への参入を後押しし、

将来の介護の担い手確保につなげるため、介護福祉士養成

施設等による以下の理解促進の取組を助成。 

○ 介護福祉士養成施設等が県内中学校・高校を訪問し、介

護及び施設等の魅力を発信する説明会の経費を助成。 

○ 介護福祉士養成施設等が入学者確保のために実施する

プレゼンス向上に関する取組の経費を助成。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護福祉士養成施設等への助成：5校 

アウトプット指標（達成

値） 

介護福祉士養成施設等への助成：5校 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：アウトカム指標が、

令和７年度の指標であり観察できないため、事業の成果を

示す指標として代替可能な指標を観察したところ下記のと

おりである。 

・出張説明会に参加した高校生数 85 名 

（１）事業の有効性 

介護福祉士養成施設への体験授業や教諭、学生等から授

業内容や学生生活、介護の魅力等の話を直接、聞くことに

より当該施設への興味関心の醸成が図られた。 

（２）事業の効率性 

県が支援する事業として、高等学校側も安心して参加・
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受入れが可能となり、また養成校独自の事業と県補助事業

とを連携・補完して実施することにより、事業効率を高め

ることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.7（介護分）】 

離島における介護人材確保事業（地域住民へ

の研修確保） 

【総事業費】 
2,262 千円 

事業の対象となる区域 離島地域 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 離島地域において、必要となる介護人材を確保するため、

地域住民に対して、基礎的な研修（介護職員初任者研修）を

実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

基礎的な研修の開催回数：3回 

アウトプット指標（達成

値） 

基礎的な研修の開催回数：3回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：アウトカム指標が、

令和 7 年度の指標であり観察できないため、事業の成果を

示す指標として代替可能な指標を観察したところ下記のと

おりである。 

・研修受講者のうち、6名が介護分野に就職し、2名が専門

学校へ進学した。 

（１）事業の有効性 

研修を受ける機会が限られる離島地域の住民に、受講の

機会を提供し、介護への理解や知識を深められた 

（２）事業の効率性 

市町が研修の実施主体となることで、離島住民に対し効

果的な周知や事業所等の情報提供ができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.8（介護分）】 

介護人材新規参入促進強化事業（介護未経験

者等への参入促進事業） 

【総事業費】 
1,342 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：介護労働安定センター） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 介護職場への理解促進や就労意識を高め、介護分野への参

入を促進するため、社会参加や就労意向のある、中・高齢者

等の介護未経験者を対象に介護助手体験を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護助手体験の参加者数：120 人 

アウトプット指標（達成

値） 

介護助手体験の参加者数：19 人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標が、令和 7 年度の指標であり観察できない

ため、事業の成果を示す指標として代替可能な指標を観察

したところ下記のとおりである。 

・介護助手体験参加者のうち、介護分野へ就労した人数：5

人 

（１）事業の有効性 

新型コロナウイルス感染症の感染症の影響もあり、体験

参加者は 19 人に留まったが、そのうち 5人が介護助手とし

て就労し、介護未経験者の介護分野への参入につながった。 

（２）事業の効率性 

委託先である介護労働安定センターは、介護現場の労働

環境改善支援を行っており、センター業務と連携して体験

受入施設に対する助言などを行い、業務効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.9（介護分）】 

介護人材新規参入促進強化事業（高校生等の

インターンシップ事業） 

【総事業費】 
1,165 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：介護労働安定センター） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和７年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 高校生等を対象に、優良な大規模法人の介護施設等で介護

の仕事を体験し、設備や環境の整った介護の職場を知って

もらうためのインターンシップを実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

インターンシップ参加者数：180 人 

アウトプット指標（達成

値） 

インターンシップ参加者数：72 人 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標が、令和 7 年度の指標であり観察できない

ため、事業の成果を示す指標として代替可能な指標を観察

したところ下記のとおりである。 

・将来の職業として介護の仕事を検討する（検討する気持

ちありは含まない）と回答した参加者の割合：47% 

（１）事業の有効性 

介護現場の仕事内容や職場の雰囲気を体験する機会を提

供することで、介護分野参入のきっかけづくりに寄与した。 

（２）事業の効率性 

委託先である介護労働安定センターは、介護現場の労働

環境改善支援を行っており、センター業務と連携してイン

ターンシップ生受入施設に対する助言などを実施し、業務

効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（介護分）】 

マッチング機能強化事業 
【総事業費】 

24,648 千円 
事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：長崎県福祉人材センター） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す｡ 

アウトカム指標： 2025 年（令和 7年）における県内介

護職員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） キャリア支援専門員が、県内各地で出張相談会を開催し、

新規の求職者開拓を図るとともに、福祉・介護事業所を訪

問し、求職者のニーズにあわせた職場開拓を図る。 

また、介護福祉士等有資格者の届出制度を活用し、離職者

の復職支援を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

求職者からの相談件数：7,700 件 

アウトプット指標（達成

値） 

求職者からの相談件数：9,333 件 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標が、令和 7 年度の指標であり観察できない

ため、合同面談会の成果を示す指標として代替可能な指標

を観察したところ下記のとおりである。 

令和 4 年度に福祉人材センターの紹介により福祉・介護事

業所へ就職した者：151 人 

（１）事業の有効性 

SNS 等のオンラインによる求職者や求人事業所等の支援

や情報収集を行い、マッチングを促進することができた。 

（２）事業の効率性 

委託先である県社会福祉協議会は、福祉人材センターと

しての実績やノウハウを有し、また事業所の求人情報につ

いて一定の蓄積があり、求職者や求人事業所に対し、効率

的に働きかけることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（介護分）】 

合同面談会 
【総事業費】 

6,861 千円 
事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：長崎県福祉人材センター） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 介護分野への就職機会の拡大、長崎県内の社会福祉施設・

事業所等の人材確保の充実を図るため、人事担当者との個

別面談の機会を提供し、効果的な人材確保と円滑な採用活

動を目的に合同面談会を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

合同面談会 2回、小規模面談会 20 回、合計 22 回 

アウトプット指標（達成

値） 

合同面談会 2回、小規模面談会 18 回、合計 20 回 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標が、平成 37 年度の指標であり観察できない

ため、合同面談会の成果を示す指標として代替可能な指標

を観察したところ下記のとおりである。 

・合同面談会による就職者数 43 名 

（１）事業の有効性 

3 年ぶりに合同面談会を開催し、186 名の求職者と 68 の

求人事業所との面談の機会を提供することにより、介護人

材の就職につなげることができた。 

合同面談会の運営・広報を専門の業者に委託して効果的

なＰＲを実施し、新規求職者の確保につながった。 

（２）事業の効率性 

委託先である県社会福祉協議会は、事業所の人事担当者

との人脈を有し、効率的な事業運営が図られた。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

介護現場における多様な働き方導入推進事

業 

【総事業費】 
6,591 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：麻生教育サービス株式会社） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す｡ 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 柔軟な勤務形態や多様な働き方を希望する人材の参入を促

し、介護職員のキャリア・専門性に応じたサービス提供体

制によるチームケアの実践や、介護従事者の多様な働き方

を推進し、介護人材の参入促進の整備と定着促進を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

モデル事業所数：3事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

モデル事業所数：3事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

アウトカム指標が、令和７年度の指標であり観察できない

ため、介護現場における多様な働き方導入推進事業の成果

を示す指標として代替可能な指標を観察したところ下記の

とおりである。 

・令和４年度中に多様な働き方を希望する者としてモデル

事業所に採用された者 ５名 

（１）事業の有効性 

モデル事業所において多様な働き方や柔軟な勤務形態が

可能となるための勤務体制を構築し、移住者等へ情報発信

するとともに、取組事例のリーフレットを作成し県内の事

業所への横展開を図った。 

 

（２）事業の効率性 

人材コンサルタントへ委託することにより、専門的なア
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ドバイスを受けることができ、事業実施にあたり効率性が

図られた。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. 13（介護分）】 

福祉系高校修学資金等貸付事業 

介護分野就職支援金貸付事業 

【総事業費】 
8,410 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県社会福祉協議会 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 介護職を目指す高校生や他業種で働いていた方に対し、実

習費や就職に必要な費用の貸付を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

利用者：40 名 

アウトプット指標（達成

値） 

利用者：37 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：アウトカム指標が、

令和７年度の指標であり観察できないため、事業の成果を

示す指標として代替可能な指標を観察したところ下記のと

おりである。 

・修学資金等を活用し、介護分野へ就職した人数 36 名 

（１）事業の有効性 

資金の貸付により、介護職への理解促進や就労意欲を高

め、36 名が介護分野に就職し、参入及び定着に寄与した。 

（２）事業の効率性 

 長崎県社会福祉協議会が運営する福祉人材センターにお

いて貸付業務を実施することで、求職者等への情報提供や

マッチングの強化が図られ、介護分野への参入促進につな

がった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14】 

認知症対応型サービス事業管理者等研修事

業 

【総事業費】 
795 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：長崎県グループホーム連絡協議会） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

増え続ける認知症高齢者のケアに対応するための認知症介

護人材の育成 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

事業の内容（当初計画） 認知症対応型サービス事業所等の管理者等になることが予

定される者に対し、認知症介護の理念・知識をはじめ、認

知症対応型サービス事業所等を管理・運営していく上で必

要な知識・技術の習得を図り、認知症高齢者に対する介護

サービスの充実を図ることを目的に以下の研修を行う。 

① 認知症対応型サービス事業管理者研修  

② 認知症対応型サービス事業開設者研修  

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修  

④ 認知症介護指導者フォローアップ研修  

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講者数  155 名 

アウトプット指標（達成

値） 

研修受講者数  130 名 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

→観察できなかった：支援体制が整備できたかどうか判断

が困難なため 

（１）事業の有効性 

認知症介護の知識及び事業所を運営する上で必要な知識

等の周到を図り、認知症高齢者に対する介護サービスの充

実を図る。 

（２）事業の効率性 

オンラインを活用することにより、離島部を含めた研修

機会の確保を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15】 

認知症サポート医等養成研修事業 
【総事業費】 

1,065 千円 
事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：長崎県医師会） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症に関する早期診断・治療が行われる医療体制整備の

推進 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

事業の内容（当初計画） 認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医等への支援を行

い、地域包括支援センター等との連携の推進役となる認知

症サポート医の養成と、認知症サポート医とかかりつけ医

への機能強化を図ることを目的に以下の研修を行う。 

①認知症サポート医養成研修 

②認知症サポート医等フォローアップ・連携推進研修 

③かかりつけ医認知症対応力向上・連携推進研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・上記①の研修修了者数：10 名 

・上記②の研修修了者数：100 名 

・上記③の研修修了者数：100 名 

アウトプット指標（達成

値） 

・①の研修修了者数：8名 

・②の研修修了者数：62 名 

・③の研修修了者数：84 名 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

→観察できなかった：支援体制が整備できたかどうか判断

が困難なため 

（１）事業の有効性 

認知症サポート医の育成を行うとともに、かかりつけ医

として必要で適切な認知症診断の知識・技術などを修得し、

地域の認知症の師団の知識・技術等の向上につながった。 

（２）事業の効率性 

オンデマンド配信を行うことにより、より多くの医師が

受講できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

認知症サポートセンター事業 
【総事業費】 

242 千円 
事業の対象となる区域 県全体 

 

事業の実施主体 長崎県（委託：長崎県すこやか長寿財団） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

増え続ける認知症高齢者のケアに対応するための認知症介

護人材の育成 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

事業の内容（当初計画） 認知症の総合支援の中核的役割を担う「認知症サポートセ

ンター」を設置し、認知症初期集中支援チーム員や認知症

地域支援推進員への研修、若年性認知症研修等を実施。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講者数 370 名 

アウトプット指標（達成

値） 

研修受講者数 475 名 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

→支援体制が整備完了したかどうか判断が困難であるが、

県内各地から研修等に意欲的に参加する状況があり、支援

体制整備に向けた取り組みは各地で進められている。 

（１）事業の有効性 

市町職員等に対する認知症ケアに関する研修を実施し、

地域支援体制の充実強化に寄与した。 

（２）事業の効率性 

初期集中支援チーム員、認知症地域支援推進員の両者を

対象とした研修を一緒に行うことで経費の節減を図るとと

もに、両者の連携強化に寄与した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17】 

離島の認知症施策推進事業 
【総事業費】 

350 千円 
事業の対象となる区域 離島地域 

事業の実施主体 長崎県（委託先：①～②長崎県グループホーム連絡協議会） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

離島地区における増え続ける認知症高齢者のケアに対応す

るための認知症介護人材の育成 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

事業の内容（当初計画） 研修参加の負担が大きい離島地区の医療・介護従事者に対

し、離島で研修会を開催することで研修機会の充実を図り、

離島地区の認知症高齢者に対する医療・介護の支援体制の

強化を図ることを目的に以下の研修を行う。 

①認知症対応型サービス事業管理者研修 

②認知症対応型サービス事業開設者研修 

③高齢者権利擁護推進員養成研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

受講者数 65 名 

アウトプット指標（達成

値） 

受講者数 26 名 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

→観察できなかった：支援体制が整備できたかどうか判断

が困難なため 

（１）事業の有効性 

離島地区における認知症介護及び高齢者の権利擁護に関

する研修会を実施することにより、認知症高齢者に対する

支援体制の強化を図った。 

（２）事業の効率性 

オンライン及び離島内の集合研修により研修受講機会を

確保し、研修機会の確保を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18】 

歯科医師・薬剤師の認知症対応力・実践力

向上研修 

【総事業費】 
1,005 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県（委託先：長崎県歯科医師会、長崎県薬剤師会） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生

活の実態に応じて、医療・介護などの切れ目のない必要な

支援が受けられ、できる限り住み慣れた地域で人生の最後

まで安心して暮らしていくことができる地域づくりを目指

す。 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

事業の内容（当初計画） かかりつけ医等との連携による認知症の人の早期発見、認

知症の人の状況に応じた適切な医療等の提供を図るため、

歯科医師と薬剤師を対象とした認知症対応力・実践力向上

研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講者数：280 名 

アウトプット指標（達成

値） 

研修受講者数：154 名 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援

体制の整備 

→観察できなかった：支援体制が整備できたかどうか判断

が困難なため 

（１）事業の有効性 

歯科医師を対象とした研修では 71 名が、薬剤師を対象と

した研修では 83 名が研修を受講し、多職種との連携等を検

討することで地域における認知症の医療支援体制の教科に

繋がった。 

（２）事業の効率性 

集合研修だけでなく、オンラインを活用した研修の開催

やオンデマンド配信を行うことにより、受講機会を確保で

きた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

地域包括ケアシステム構築加速化支援事業 
【総事業費】 

8 千円 
事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生

活の実態に応じて、医療・介護などの切れ目のない必要な

支援が受けられ、できる限り住み慣れた地域で人生の最後

まで安心して暮らしていくことができる地域づくりを目指

す。 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムの構築割合・・・令和 5年度 100％ 

事業の内容（当初計画） 県独自の地域包括ケアシステム構築状況評価指標による評

価や、構築状況にかかる市町ヒアリングを通して、担当圏

域におけるシステム構築状況の客観的な評価を促すととも

に、地域ケア会議、医療・介護連携・介護予防等に関する県

内外の優良事例について情報提供を行うことで、地域包括

支援センター職員の資質向上を図り、システム構築の核と

なる地域包括支援センターの機能強化につなげる。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステム構築状況に係るヒアリング実施市町

数（21 市町） 

アウトプット指標（達成

値） 

地域包括ケアシステム構築状況に係るヒアリング実施市町

数（21 市町） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築割合 100％ 

 

（１）事業の有効性 

県や有識者のヒアリング実施と具体的な助言及び県内の

市町の実態を踏まえた研修等実施により、自らの地域を客

観的に評価し、ＰＤＣＡサイクルに沿った事業マネジメン

トができる核となる人材を養成したことで、地域包括ケア

システム構築が前年度から 2 圏域増加するなど事業の進捗

が図られている。 
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（２）事業の効率性 

地域包括ケアシステム構築が立ち遅れている地域に対し

て有識者と共に、地域包括ケアシステム構築に向けて取組

について協議及び助言を行うなど伴走型の支援を行ったこ

とで、未構築の地域の人材育成を進め、事業の効率化を図

った。 

その他 多くの地域で地域包括ケアシステムの構築が進んできて

おり、住民が地域包括ケアを実感できるよう、構築したシ

ステムを充実させていく必要がある。 

 そのためには、これまでにも増して、事業マネジメント

ができる人材が求められる。 

まずは、市町がめざす方向性を定めやすくなるよう、県

で実施しているヒアリングの指標を更新するとともに、市

町の中核となる人材の育成をさらに進めていく必要があ

る。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（介護分）】 

介護職員等労働環境改善推進事業 
【総事業費】 

2,899 千円 
事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 県（委託先：日本ノーリフト協会） 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護

人材の確保等を目指す。 

アウトカム指標：2025 年（令和 7 年）における県内介護職

員数…31,804 人 

事業の内容（当初計画） 介護職員が長く働き続けることができる職場環境をつく

り、新たな人材の参入を促進するため、ノーリフティング

ケアの推進など介護職員等の労働環境改善を図る取組を行

う。 

○ノーリフティングケアの推進 

・令和３年度モデル事業所報告会を開催し、ノーリフティ

ングケアの導入プロセスや効果等を横展開 

・介護現場でのノーリフティングケアを推進するリーダ

ーを養成する研修を開催 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

ノーリフティングケア指導者養成研修参加者：80 名 

アウトプット指標（達成

値） 

ノーリフティングケア指導者養成研修参加者：61 名（修了

者） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標が、令和 7 年度の指標であり観察できない

ため、事業の成果を示す指標として代替可能な指標を観察

したところ下記のとおりである。 

・新たにノーリフティングケアの導入の検討を行った事業

所数：23 事業所 

（１）事業の有効性 

 介護現場でのノーリフティングケアを推進するリーダー

としての知識・技術を有する者を 61 名養成し、これから導

入する施設の体制整備につなげることができた。 

（２）事業の効率性 

オンラインを活用し、セミナーの開催を行うことで、業

務の効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（介護分）】 

新型コロナウイルス感染症流行下における

介護サービス事業所等のサービス提供体制

確保事業 

【総事業費】 
 

874,593 千円 

事業の対象となる区域 県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必

要な介護人材を確保するとともに、介護に従事する者が安

心・安全に業務を行うことができるよう感染症が発生した

介護サービス事業所・施設等の職場環境の復旧・改善等を

目指す。 

アウトカム指標： － 

事業の内容（当初計画） 新型コロナウイルス感染者が発生した介護サービス事業

所・施設等で、通常の介護サービスの提供では想定されな

いかかり増し費用を助成することにより、サービス提供に

必要な介護人材の確保、職場環境の復旧・改善等を支援す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助実施事業所・施設等数 519 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

補助実施事業所・施設等数 490 施設 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本事業により、490 の業所・施設等への職場環境の復旧・

改善に貢献することができた。 

（２）事業の効率性 

事前に想定質問等を班内で共有することで、問い合わせ

対応にかかる時間を削減した。また、陽性者が発生した施

設へ、直接事業の案内をすることで、問い合わせ等の対応

時間を削減しながら事業を進めることができた。 

その他  

 


